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１．はじめに 

積雪地域における人身雪害の発生件数は，防雪技術や除排雪技術が向上した現在で

も後を絶たない．豪雪年にはその発生数は増大し，多くの死傷者を出す．雪害事故は，

豪雪・寡雪に関わらず毎年発生しており，その事故形態も昔から変わっていない． 

これまで対策は，住民に対する除排雪作業における注意喚起や除排雪の支援制度，ハ

ード面における雪害対策や整備などいわゆる共助・公助が中心であり，防災における最

も基本的な自助に対する方策はほとんど見られない．  

本研究では，自助による雪害対策の促進を目的に，過去の事故事例および気象履歴を

基に雪害事故の発生状況を分析し，気象予報と共に生活情報として公開する『雪害指

数』の構築を試みた． 

 

２．研究方法 

はじめに，北海道警察本部まとめによる雪害事故データから北海道内における雪害

事故発生の全体像を分析した．  

次に，札幌市消防局のまとめによる札幌市の救急出動データより雪害事故の特徴を

分析する．また，雪害事故発生に影響を及ぼす気象要因を検討するため，札幌市各区の

気象データ(最高気温，最低気温，降雪量)を基に雪害発生時の状況を分析した．これら

のことから，雪害発生危険度を示す指標を求めた．  

 

３．研究結果 

3.1 雪害事故発生状況 

はじめに，北海道警察本部まとめによる

「雪害事故資料」を基に，平成 9 年度～平成

27 年度(平成 19 年度欠損)の 18 冬期に北海

道全域で発生した雪害事故を整理した．同

資料の収録データは，発生場所(方面，管轄

署，市区町村)，発生年月日および時間，年

齢，性別，原因(年度により事故詳細を含む)

および負傷程度である． 

過去 18 年間に発生した雪害事故の発生件数

および道内 4 都市の最深積雪深の状況を図１に示す．図のように，雪害の発生件数はの

べ 1347 件で平均すると一冬期に約 75 件発生している．特に積雪深が多い年には雪害

の発生が顕著になっている．また，発生市町村別にみると，札幌市が全体の 14.2%と最

も多い． 

図１ 年度別雪害事故発生件数および最深

積雪深(平成 20 年度はデータ欠損) 
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次に，被害者の年齢別事故発生率を見る

と図２となる．図のように 60 歳代以上の高

齢者が全体の 57%を占めている．特に高齢

者の場合重症，死亡の割合が高くなる傾向

にある．また，図３に示す時間帯別発生状況

を見ると，9～11 時の朝食後，13～14 時の

昼食後時間帯に多く発生しており，人々の

生活行動に非常にリンクしている点も特徴

的である．  

雪害事故の原因について分類毎の発生件

数をみると図４となる．図のように「雪下ろ

し」および「落氷雪」が合わせて 68%とな

っており，この二つの原因について注視す

る必要がある．  

前述の雪害事故資料中，事故発生時の状

況が詳細に記載されている年度を対象にそ

の要因を分類したものを表１に示す．表に

示すように，雪下ろし作業中の事故および

落氷雪事故について分類すると，事故発生

時「除雪作業に従事していた」場合と単なる

歩行など「除雪作業とは異なる行動をして

いた」場合に二分することができる．後者

は，事故の要因が雪氷ではあるものの偶発

的に発生した事故と言える．また，前者は，

さらに表中に示す 3 つの要因に分類するこ

とが可能であった．この内訳は，「原因とな

った雪氷に直接手を加え

たもの」，「原因は雪氷で

あるものの軒下で除雪中

などに落雪したもの」お

よび「原因は雪氷以外に

あり，雪下ろしなどの際

に不注意等により梯子等

から落下したもの」とな

る．これらのことから，

「外気温や降積雪などの

自然条件により落氷雪の

危険があり注意喚起が必要である場合」と「雪下ろしや除雪といった行動そのものにつ

いて注意喚起が必要である場合」等，事故に至る行動特性を考慮した注意喚起情報の提

供が必要である． 

以上のことから，北海道における雪害事故を減少させるためには，外気温や降積雪等

の気象要因を背景に高齢者が取得しやすい情報を適切な時間に配信できることが重要

図２ 年齢別事故発生率 

図３ 時間帯別事故発生件数  

図４ 雪害事故の原因(分類) 

表１ 事故の発生状況から分類したタイプ  
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であると考える． 

3.2 雪害事故と気象的背景の関係 

北海道内で発生した雪害事故のうち市町

村単位で最多となった札幌市について，札

幌市消防本部のまとめによる救急出動デー

タを基に平成 17 年度～平成 27 年度(ただ

し，平成 22 年度はデータ欠損．平成 27 年

度は 12 月まで)の 10 冬期に発生した雪害事

故を整理した．同資料の

収録データは，発生場所

(区単位)，発生年月日およ

び時間，年齢，性別，原因

(要請概要より判断)およ

び負傷程度である．これ

らのデータより「雪下ろ

し中の転落事故」，「梯子

等からの転落事故」およ

び「落氷雪事故」を抽出し

た． 

次に，気象履歴との関

連を検討するため，札幌

市全区におけるマルチセ

ンサーデータ（平成 17 年度～平成 27 年度の 10 冬期）を使用した．同資料から日最高

気温，日最低気温および日降雪量を抽出しそれぞれの積算値を算出した．  

雪害事故発生日における気象の特徴を把握するため積算暖度(以下，d)，積算寒度(以

下，k)および累積降雪量(以下，s)を算出し，それぞれの積算値が持つ影響度（関連度）

について因子分析を行った．ここで，各積算値は，事故発生当日を d0,k0,s0 として，

直近 10 日間までの累積をそれぞれ d1～d10 のように算出した．  

分析の結果，表２に示す固有値および寄与率を得た．この結果から，雪害事故発生の

背景は 4 つの気象履歴（因子）で 88%説明できると考えた．それぞれの因子に影響を

及ぼす要素については因子負荷量を図５に示す．これにより，4 日積算暖度および積算

寒度ならびに 7 日および 2 日累積降雪量が各因子を特徴づける要素であった．これら

の要素を対象に以降の分析を行う．  

3.3 雪害事故発生当日の雪害指数の試算 

前述の因子分析により雪害事故の発生には 4 つの因子があることが明らかとなった．

事故発生当日における 4 つの因子の影響度はそれぞれの因子得点で示すことができる．

そのため，各日における 4 つ因子得点の合計を「雪害指数」と定義した．さらに，雪害

指数を目的変数，4 日積算暖度，4 日積算寒度，7 日累積降雪量および 2 日累積降雪量

を説明変数として重回帰分析を行った．重回帰分析により得られた回帰式を式（1）に

示す．  

S=-0.0362*d4+0.0461*k4+0.0765*s7+0.0093*s2-1.6939  …式（1） 

（r2=0.978）  

表２ 因子分析結果（固有値・寄与率）  

図５ 因子分析結果(因子負荷量) 
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ここで， 

S:雪害指数 

d4：4 日積算暖度  

k4：4 日積算寒度  

s7：7 日累積降雪量 

s2：2 日累積降雪量 

 

以上の式より，任意の日における雪害指

数は，式中の d4,k4,s7 および s2 を代入する

ことで得られる． 

雪害事故事例から抽出した事故発生日における雪害指数の閾値について図６に示す．

図に示す閾値つまり指数の取りうる範囲は雪害事故原因により若干異なっており．こ

れらのことから，算出された値に応じた注意喚起を行うことができる． 

 

４．まとめ 

本研究では，北海道全域における雪害事故事例より，事故の要因を詳細に分類できた．

また，雪害事故発生の最多である札幌市の事例を基に事故発生日に至る気象履歴を分

析し，雪害指数の算出方法を構築した．今後は，北海道全域における指数の算出システ

ムのハード的な構築および注意喚起のための情報発信媒体の提供が課題である．  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ 雪害指数の閾値 


